
（別紙）

第７期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価シート

※「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（平成３０年７月３０日厚生労働省老健局介護保険計画課）」の自己評価シートをもとに作成

区分 現状と課題 第７期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

今後、単身高齢者世代や高齢者夫婦のみ
の世帯、認知症高齢者の増加が予想され
る中、介護が必要な状態になっても住み
慣れた地域で暮らし続けることができる
ようにするため、市が中心になって、介
護だけでなく、医療や予防、生活支援、
住まいを包括的に提供する地域包括ケア
システムの構築が課題となっている。地
域において介護予防に資する自発的な活
動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加するなど高齢者の社会参加の
推進を図り、住民の自主的な介護予防活
動の活性化を推進していくとともに要介
護状態等になることをできる限り予防す
る。

①いきいきサークル

介護予防の観点から、いつまでもいきいきと暮
らしていけることを目的に地域で高齢者１０名
以上で構成する住民主体の「わかガエる体操」
など介護予防活動を行うサークル。
目標
開催箇所数：４５箇所
参加延べ人数：２８，２００人

南国市の介護予防の取り組みとして行われてい
る「わかガエる体操」をはじめ、サークルにより
様々な趣味活動が行われている。
開催箇所数：４４箇所
参加延べ人数：２６，０７０人

◎
リーダーの高齢化が進み、後継者が育成されていない場合
は、事業を縮小せざるを得ないところもある。

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

今後、単身高齢者世代や高齢者夫婦のみ
の世帯、認知症高齢者の増加が予想され
る中、介護が必要な状態になっても住み
慣れた地域で暮らし続けることができる
ようにするため、市が中心になって、介
護だけでなく、医療や予防、生活支援、
住まいを包括的に提供する地域包括ケア
システムの構築が課題となっている。地
域において介護予防に資する自発的な活
動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加するなど高齢者の社会参加の
推進を図り、住民の自主的な介護予防活
動の活性化を推進していくとともに要介
護状態等になることをできる限り予防す
る。

②筋力向上教室

ある一定の運動機能を有するおおむね６０歳
以上の方に対し、運動機能の維持向上を図る
こと、また、地域の新たな活動者等の人材育成
を目的とする介護予防運動教室。
目標：延べ８３０人

一定以上の運動機能を有する高齢者を対象に、
「わかガエる体操」を中心とした運動機能向上プ
ログラムを、６か月を１クールとし、週１回実施。
実績：延べ８９６人

◎
申し込み定員への到達が早いため、実施回数の増加が必

要。

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

今後、単身高齢者世代や高齢者夫婦のみ
の世帯、認知症高齢者の増加が予想され
る中、介護が必要な状態になっても住み
慣れた地域で暮らし続けることができる
ようにするため、市が中心になって、介
護だけでなく、医療や予防、生活支援、
住まいを包括的に提供する地域包括ケア
システムの構築が課題となっている。地
域において介護予防に資する自発的な活
動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加するなど高齢者の社会参加の
推進を図り、住民の自主的な介護予防活
動の活性化を推進していくとともに要介
護状態等になることをできる限り予防す
る。

③みんなでごむの木

在宅で元気に過ごせるように、運動機械（ボ
ディースパイダー）などを利用した介護予防の
ための体操を行い、高齢者の筋力維持・向上
を目指す。
目標：参加延べ人数１，０００人

在宅で元気に過ごせるように、運動機械（ボ
ディースパイダー）などを利用した介護予防のた
めの体操を行い、高齢者の筋力維持・向上を目
指す。週１回を３枠実施。
実績：参加延べ人数２，０９１人

◎
参加人数が多くなっており、送迎が困難になっているため、送
迎なしの参加者を増やしていく。

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

今後、単身高齢者世代や高齢者夫婦のみ
の世帯、認知症高齢者の増加が予想され
る中、介護が必要な状態になっても住み
慣れた地域で暮らし続けることができる
ようにするため、市が中心になって、介
護だけでなく、医療や予防、生活支援、
住まいを包括的に提供する地域包括ケア
システムの構築が課題となっている。地
域において介護予防に資する自発的な活
動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加するなど高齢者の社会参加の
推進を図り、住民の自主的な介護予防活
動の活性化を推進していくとともに要介
護状態等になることをできる限り予防す
る。

④男の体操教室

女性に比べ、男性の参加率が低いことを受け、
男性が参加しやすい男性限定の体操教室を行
うことで、閉じこもりの防止、交流の促進や体力
の向上を図る。
目標：参加延べ人数　４３６人

男性限定のニュースポーツなどの体操教室を週
１回行い、閉じこもりの防止、交流の促進や体力
の向上を図る。
実績：参加延べ人数　２７８人

○
参加者は減少しているが、内容の見直しや充実を図り、男性
が集まりやすい居場所づくりを行う。

保険者名

第７期介護保険事業計画に記載の内容 H30年度（年度末実績）
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区分 現状と課題 第７期における具体的な取組
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（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

保険者名

第７期介護保険事業計画に記載の内容 H30年度（年度末実績）

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

南国市の地域ケア会議では、平成24年度
から個別事例を対象として、適切な支援
を図るために必要な検討を行うとともに
地域において自立した日常生活を営むた
めに必要な支援体制に関する検討を行っ
ている。平成27年度から対象事例を新規
要支援者から要介護1まで広げて実施す
ることにより、自立支援型ケアマネジメ
ント推進を図っている。地域ケア個別会
議の個別事例の検討から、地域課題の把
握、共有とその解決に必要な関係者間の
連携、地域づくりの検討を行う地域ケア
推進会議を平成30年度に設置し、地域包
括ケアシステムの構築の推進を図る。

①地域ケア個別会議の実施 ①地域ケア個別会議開催回数（年間）２２回

①地域ケア個別会議開催回数（年間）２２回
内容：新規ケース支援1（４件）、支援2（12件）、介
護1（78件）、介護2（3件）、介護3（1件）

◎

①個別会議では、できる限り在宅で自立した日常生活を継続
できるよう、効率的な支援方法を関係者間で共有及び方向性
を統一し、また介護支援専門員及び介護サービス事業所等
関係職員の資質向上につなげることができた。

南国市
①自立支援・介
護予防・重度化

防止

南国市の地域ケア会議では、平成24年度
から個別事例を対象として、適切な支援
を図るために必要な検討を行うとともに
地域において自立した日常生活を営むた
めに必要な支援体制に関する検討を行っ
ている。平成27年度から対象事例を新規
要支援者から要介護1まで広げて実施す
ることにより、自立支援型ケアマネジメ
ント推進を図っている。地域ケア個別会
議の個別事例の検討から、地域課題の把
握、共有とその解決に必要な関係者間の
連携、地域づくりの検討を行う地域ケア
推進会議を平成30年度に設置し、地域包
括ケアシステムの構築の推進を図る。

②地域ケア推進会議の実施 ②地域ケア推進会議開催回数（年間）1回
②地域ケア推進会議開催回数（年間）1回

◎

②第1回目の地域ケア推進会議では、まず、地域ケア会議個
別会議で見えてきた課題の把握、共有ができた。そして、地
域ケア会議個別会議との相違点や目的及び今後の優先順
位の検討のための取り組みの確認を行うことにより、関係者
間の連携がはかれた。

南国市 ②給付適正化
要介護認定の適正化のため、認定調査の
事後点検の実施、介護認定二次判定での
変更率の比較を年度末に1回実施

①要介護認定の適正化
認定調査の事後点検100%
介護認定二次判定での変更率の比較（年間）2
回

認定調査の事後点検100%
介護認定二次判定での変更率の比較（年間）1回

△
認定調査の事後点検100%実施できているが、介護認定二次
判定での変更率の比較（年間）は1回のみの実施となった。

南国市 ②給付適正化

②ケアプラン点検
保険者による居宅介護支援事業７
事業所のケアプラン点検
地域ケア会議における居宅介護支
援事業所全介護支援専門員の事例
検討

②ケアプラン点検
全事業所を書類点検し､ヒアリングを7事例実
施｡

書類点検数（　２２　）件
ヒアリング数（　７　）件

◎

数年は介護保険で業務を積んでいないと難しい業務となるの
で、包括支援センター主任ケアマネにも協力してもらう。来年
度は対象の居宅が２事業所増えるため、点検の効率化を
図っていく。

南国市 ②給付適正化

③住宅改修及び福祉用具購入・貸
与の適正化
住宅改修及び福祉用具購入・貸与
の点検100%

③住宅改修及び福祉用具購
入・貸与の適正化
住宅改修及び福祉用具購入・
貸与の点検100%

③住宅改修及び福祉用具購入・貸与の適正化
住宅改修及び福祉用具購入・貸与の点検100%

住宅改修　　　　事前の現地確認を１０例実施
　　　　　　　　　　事後の現地確認を８例実施
福祉用具購入　現物確認（訪問1件/写真5件）
福祉用具貸与　縦覧点検に載っている者に対し
100%

◎

<購入>申請内容で必要性が確認できない高額品・オーダーメ
イド品・同品目再購入については現物確認を行う。また再購
入時は現物確認する旨を周知する。
〈貸与〉
ターミナル期の方に対し、条件を満たしていれば担当者会の
省略が可能になったため、それに伴った提出書類の変更を
周知する。

南国市 ②給付適正化
④縦覧点検・医療情報との突合
縦覧点検及び医療情報との突合点
検（年間）12回

④縦覧点検・医療情報との突
合

縦覧点検及び医療情報との突合点検（年間）
12回

縦覧点検及び医療情報との突合点検
（年間）12回　　100%

◎
機械的な作業にならないよう、個別の案件で考えていくように
する。

南国市 ②給付適正化
⑤介護給付費通知
給付費通知発送（年間）2回（9
月・3月）

⑤介護給付費通知発送 給付費通知発送（年間）2回（9月・3月）
⑤介護給付費通知
給付費通知発送（年間）2回（9月・3月）

◎
介護給付費通知への説明用添付文書作成を作成した。
引き続き理解しやすい通知を心がける。

南国市 ②給付適正化

⑥介護サービス等事業所の実地指
導
地域密着型・居宅介護支援事業所
の実地指導実施回数（年間）5回

⑥介護サービス等事業所の実
地指導
地域密着型・居宅介護支援事
業所の実地指導実施回数（年
間）5回

⑥介護サービス等事業所の実地指導
地域密着型・居宅介護支援事業所の実地指導
実施回数（年間）5回

⑥介護サービス等事業所の実地指導
地域密着型・居宅介護支援事業所の実地指導実
施回数（年間）7回

◎
年間目標の件数は達成。
次年度は限られた実地指導の時間の中で、より効率的な指
導が行えるよう、指導対象職員の知識向上を図る。


